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３号機における「原子炉冷却材浄化系差流量高」警報発生 

の調査結果について 

 

定期検査中の当所３号機において、平成 17 年 10 月 15 日午後８時 38 分、「原子

炉冷却材浄化系＊１差流量高」の警報＊２が発生しました。流量計の指示値を確認した

ところ、流量計（Ａ）の指示値に異常はありませんでしたが、流量計（Ｂ）に差流

量高を示す指示値の変動を確認しました。 

当該系統は停止状態であり、本来、流量は検出されない状態であることから、現

場にて流量計（Ｂ）の流量計測配管の圧力差をなくす操作を行ったところ、指示値

が正常な値に戻るとともに警報も解除されました。 

（添付図「原子炉冷却材浄化系概略系統図」参照） 

その後、警報発生の原因調査を行っておりましたが、10 月 17 日午前 11 時 40 分

頃、原因調査のため警報発生防止の安全処置を行ったところ、当該安全処置が誤っ

ていたことから同警報が再度発生しました。警報は、当該安全処置を復旧したこと

により解除されました。              （10 月 17 日お知らせ済み） 

 

１回目の警報発生の原因は、閉止していた低圧側検出元弁＊３にごく微量のシート

リークがあったことにより、流量計の圧力に差が生じたことによるものと推定しま

した。 

対策として、差圧の検出を行っている計器の検出元弁を閉める場合には、当該弁

のシートリーク等による差圧発生の影響を回避できるよう、計器の均圧弁を開状態

としておくことをマニュアルに反映し、作業主管グループおよび当直に周知するこ

ととします。 

  

２回目の警報発生の原因は、作業主管グループが原因調査のための安全処置を検

討した際に、電気回路の接点動作を誤解したために、安全処置の方法を誤ったもの

でした。また、安全処置を実施した当直においても、同様の誤解をしたこと、およ

び作業主管グループが実施する不具合箇所の原因調査を進めたいとの意識が働き、

安全処置について電気回路図を含め検討したものの、警報発生に関する電気回路図

の確認をせず、安全処置の誤りに気づきませんでした。 

対策として、作業主管グループにおいて、差流量高の信号が発生した場合の電気

回路の接点動作についての事例を周知します。 

また、速やかに処理する必要がある場合にあっても重要な作業については、作業

主管グループは、接点動作の誤解を排除するため、電気回路図の塗りつぶしによる

チェックを実施し、当該電気回路図を作業許可書に添付することで当直のチェック

が図られるようマニュアルに反映するとともに、当直は、作業主管グループと合同

で関連する電気回路図の再確認をします。 

なお、当直で行う全ての作業許可書の審査について、関連する全ての電気回路図

の確認を実施しない限り作業の承認を行わないことを再徹底し、今回の事象につい

て当社にて事例検討を実施することとします。 

以 上 



＊１：原子炉冷却材浄化系 

   原子炉水中の不純物を除去し水質を維持する系統であり、また、炉内の余剰水を排

出して原子炉の水位を制御するためにも使用する。 

 

＊２：「原子炉冷却材浄化系差流量高」の警報 

   原子炉冷却材浄化系の入口と出口の流量を計測して、その差により原子炉冷却材浄

化系の破断の有無を検出するもので、差流量が設定値を超えた時に警報を発する。 

 

＊３：低圧側検出元弁 

   原子炉冷却材浄化系ポンプ入口流量の差圧を計測するため、高圧と低圧側にそれぞ

れ圧力検出用の配管が敷設されており、低圧側の配管について母管と計器を仕切る

弁。 
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